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（別紙） 
 

保安のための業務に係る品質管理に必要な体制の整備に関する事項 
  
１．使用者である○○*１は、「原子力施設の保安のための業務に係る品質管理に

必要な体制の基準に関する規則」に基づき、使用施設等の保安のための業務

に係る品質管理に関し、次に掲げる措置を講じる。 
（１）個別業務に関し、継続的な改善を計画的に実施し、これを評価する。 
（２）上記（１）の措置に係る記録を作成し、これを管理する。 

 
２．使用者である○○*１は、上記１．の措置に関し、原子力の安全を確保する

ことの重要性を認識し、原子力の安全がそれ以外の事由により損なわれな

いようにする。 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

下線部･･･工場又は事業所の名称を記載 
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添付書類（貯蔵施設の例） 
 

保安のための業務に係る品質管理に必要な体制の整備に関する事項に関する

説明書 

 

１． 目的 

 使用者である○○*１は、「原子力施設の保安のための業務に係る品質管理

に必要な体制の基準に関する規則」に基づき、原子力施設の保安のための業

務に係る品質管理に必要な体制を整備することにより、原子力の安全を確保

する。 

 

２． 適用範囲 

本説明書は、使用者である○○*１が実施する、核燃料物質（天然ウラン、

劣化ウラン、トリウム）*２の貯蔵施設における保安活動に適用する。 

 

３．実施内容 

（１）使用者である○○*１は、当該貯蔵施設において、核燃料物質を貯蔵す

る際には、その状況を確認し、漏洩、被ばく、火災など＊３人と環境へ影

響を与える可能性が懸念される場合（起きてしまった事象を含む）には、

改善策を立て、実施し、その結果を評価して必要があれば更なる改善を行

う。 

（２）使用者である○○*１は、上記（１）の措置に係る記録を作成し、３年

間保存する。 

（３）使用者である○○*１は、上記（１）及び（２）の活動に関し、原子力

の安全がそれ以外の事由（コストや工期等）によって損なわれないように

する。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

下線*１･･･工場又は事業所の名称を記載 

下線*２･･･既許可の核燃料物質の種類を記載 

下線*３･･･該当する具体的な事象を記載 
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添付書類（廃棄施設の例） 

 

保安のための業務に係る品質管理に必要な体制の整備に関する事項に関する 

説明書 

 
１．目的 

 使用者である○○*１は、「原子力施設の保安のための業務に係る品質管理

に必要な体制の基準に関する規則」に基づき、原子力施設の保安のための業

務に係る品質管理に必要な体制を整備することにより、原子力の安全を確保

する。 

 

２．適用範囲 

本説明書は、使用者である○○*１が実施する、気体廃棄物＊２の廃棄施設

における保安活動に適用する。 

 

３．実施内容 

（１）使用者である○○*１は、当該使用施設において、気体廃棄物＊２を廃

棄する際には、その状況を確認し、漏洩、被ばく、火災など＊３人及び環

境へ影響を与える可能性が懸念される場合（起きてしまった事象を含む）

には、改善策を立て、実施し、その結果を評価して必要があれば更なる改

善を行う。 

（２）使用者である○○*１は、（１）の措置に係る記録を作成し、３年間保存

する。 

（３）使用者である○○*１は、上記（１）及び（２）の活動に関し、原子力

の安全がそれ以外の事由（コストや工期等）によって損なわれないように

する。 

 
 
 

下線*１･･･工場又は事業所の名称を記載 

下線*２･･･該当する廃棄物の種類を記載 

下線*３･･･該当する具体的な事象を記載 
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一 ～ 九（略） 

十 使用施設、貯蔵施設又は廃棄施設（以下「使用施設等」という。）の保安のための業務に係る品質管理に必要な

体制の整備に関する事項 

 

第六十一条の二の二 原子力事業者等及び核原料物質を使用する者は、次に掲げる事項について、原子力規制委

員会が行う検査を受けなければならない。 

一 次に掲げる検査の実施状況 

イ 第十六条の三第二項、第二十八条第二項、第四十三条の三の十一第二項、第四十三条の九第二項、第四十六

条第二項又は第五十一条の八第二項に規定する使用前事業者検査 

ロ 第十六条の五第二項、第二十九条第二項、第四十三条の三の十六第二項、第四十三条の十一第二項、第四十

六条の二の二第二項又は第五十一条の十第二項に規定する定期事業者検査 

ハ 第五十五条の二第二項に規定する使用前検査 

二 次に掲げる技術上の基準の遵守状況 

イ 第十六条の四、第二十八条の二、第四十三条の三の十四、第四十三条の十、第四十六条の二又は第五十一条

の九の技術上の基準 

ロ 第五十七条の七第四項の技術上の基準 

三 次に掲げるものに従つて講ずべき措置の実施状況 

イ 第十二条第一項、第二十二条第一項、第三十七条第一項、第四十三条の三の二十四第一項、第四十三条の二

十第一項、第五十条第一項、第五十一条の十八第一項又は第五十七条第一項の認可を受けた保安規定（これら

の規定による変更の認可があつたときは、その変更後のもの） 

ロ 第十二条の二第一項、第二十二条の六第一項、第四十三条の二第一項、第四十三条の三の二十七第一項、第

四十三条の二十五第一項、第五十条の三第一項、第五十一条の二十三第一項又は第五十七条の二第一項の

認可を受けた核物質防護規定（これらの規定による変更の認可があつたときは、その変更後のもの） 

ハ 第十二条の六第二項、第二十二条の八第二項、第四十三条の三の二第二項、第四十三条の三の三十四第二

項、第四十三条の二十七第二項、第五十条の五第二項、第五十一条の二十五第二項又は第五十七条の五第二

項の認可を受けた廃止措置計画（第十二条の六第三項又は第五項（これらの規定を第二十二条の八第三項、第

四十三条の三の二第三項、第四十三条の三の三十四第三項、第四十三条の二十七第三項、第五十条の五第三

項、第五十一条の二十五第三項及び第五十七条の五第三項において準用する場合を含む。）の規定による変更

の認可又は届出があつたときは、その変更後のもの） 

ニ 第十二条の七第二項、第二十二条の九第二項、第四十三条の三の三第二項、第四十三条の三の三十五第二

項、第四十三条の二十八第二項、第五十一条第二項、第五十一条の二十六第二項又は第五十七条の六第二項

の認可を受けた廃止措置計画（第十二条の七第四項又は第六項（これらの規定を第二十二条の九第五項、第四

十三条の三の三第四項、第四十三条の三の三十五第四項、第四十三条の二十八第四項、第五十一条第四項、

第五十一条の二十六第四項及び第五十七条の六第四項において準用する場合を含む。）の規定による変更の認

可又は届出があつたときは、その変更後のもの） 

- 168 -



ホ 第五十一条の二十四の二第一項の認可を受けた閉鎖措置計画（同条第三項において準用する第十二条の六第

三項又は第五項の規定による変更の認可又は届出があつたときは、その変更後のもの） 

ヘ 前条第二項の認可を受けた放射能濃度の測定及び評価の方法 

四 前三号に掲げるもののほか、次に掲げる措置の実施状況 

イ （略） 

ロ 第二十一条の二第一項、第三十五条第一項、第四十三条の三の二十二第一項、第四十三条の十八第一項、第

四十八条第一項、第五十一条の十六第一項から第三項まで、第五十六条の三第一項又は第五十八条第一項に

規定する保安のために必要な措置 

ハ （略） 

２～１０（略） 

 

附則 

第四条 この法律の施行の際現に旧原子炉等規制法第三条第一項の指定を受けている者（第四項において

「旧製錬事業者」という。）は、この法律の施行の日（以下「施行日」という。）から起算して三月以内に、

当該指定に係る事業に係る新原子炉等規制法第三条第二項第五号に掲げる事項を原子力規制委員会に届け

出なければならない。この場合において、原子力規制委員会は、当該届出に係る事項が新原子炉等規制法

第四条第三号に掲げる基準に適合しないと認めるときは、当該届出をした者に対し、当該届出に係る 

事項について変更を命ずることができる。 

２～３（略） 

４ 原子力規制委員会は、旧製錬事業者が第一項前段の規定による届出を怠り、又は同項後段の規定による

命令に違反したときは、新原子炉等規制法第三条第一項の指定を取り消し、又は一年以内の期間を定めて

事業の停止を命ずることができる。 

５ 新原子炉等規制法第六十九条及び第七十一条第六項の規定は、前項の規定による処分をする場合につい

て準用する。 

 

第五条 

１～７（略） 

８ 前条第一項、第四項及び第五項の規定は、この法律の施行の際現に旧原子炉等規制法第五十二条第一項

の許可を受けている者について準用する。この場合において、前条第一項中「事業に」とあるのは「核燃料

物質の使用に」と、「第三条第二項第五号」とあるのは「第五十二条第二項第十号」と、「第四条第三号」と

あるのは「第五十三条第四号」と、同条第四項中「第三条第一項」とあるのは「第五十二条第一項」と、「事

業の」とあるのは「核燃料物質の使用の」と、同条第五項中「第六十九条及び第七十一条第六項」とあるの

は「第六十九条」と読み替えるものとする。 
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棄
物
埋
設
地
の
埋
戻
し
に

係
る
も
の
に
限
る
。）を
受
け
た
も

の

十
万
七
千
五
百
円

（
二
）
閉
鎖
措
置
を
講

ず
る
必
要
が
な
い
も

の

そ
の
年
度
に
お
い
て
核
燃
料
物
質

等
の
取
扱
い
を
開
始
し
な
い
も
の

八
千
三
百
円

そ
の
年
度
に
お
い
て
核
燃
料
物
質

等
の
取
扱
い
を
行
う
も
の
（
法
第

五
十
一
条
の
六
第
一
項
の
確
認

（
廃
棄
物
埋
設
地
の
表
面
を
土
砂

等
で
覆
う
措
置
に
係
る
も
の
に
限

る
。）を
受
け
た
も
の
を
除
く
。）

三
十
二
万
二
千
二
百
円

法
第
五
十
一
条
の
六
第
一
項
の
確

認
（
廃
棄
物
埋
設
地
の
表
面
を
土

砂
等
で
覆
う
措
置
に
係
る
も
の
に

限
る
。）を
受
け
た
も
の

八
万
八
千
百
円
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八

廃
棄
物
管
理
施
設

そ
の
年
度
に
お
い
て
核
燃
料
物
質

等
の
取
扱
い
を
開
始
し
な
い
も
の

一
万
六
千
七
百
円

そ
の
年
度
に
お
い
て
核
燃
料
物
質

等
の
取
扱
い
を
行
う
も
の
（
法
第

五
十
一
条
の
二
十
五
第
二
項
の
認

可
を
受
け
た
も
の
を
除
く
。）

六
十
二
万
四
百
円

法
第
五
十
一
条
の
二
十
五
第
二
項

の
認
可
を
受
け
た
も
の

十
万
七
千
五
百
円

九

使
用
施
設
等

（
一
）
令
第
四
十
一
条

各
号
に
掲
げ
る
核
燃

料
物
質
及
び
防
護
対

象
特
定
核
燃
料
物
質

の
い
ず
れ
も
取
扱
い

を
行
う
も
の

そ
の
年
度
に
お
い
て
核
燃
料
物
質

等
の
取
扱
い
を
開
始
し
な
い
も
の

八
千
四
百
円

そ
の
年
度
に
お
い
て
核
燃
料
物
質

等
の
取
扱
い
を
行
う
も
の
（
法
第

五
十
七
条
の
五
第
二
項
の
認
可
を

受
け
た
も
の
を
除
く
。）

三
十
二
万
三
千
円

法
第
五
十
七
条
の
五
第
二
項
の
認

可
を
受
け
た
も
の

八
万
八
千
二
百
円

（
二
）
令
第
四
十
一
条

各
号
に
掲
げ
る
核
燃

料
物
質
の
取
扱
い
を

行
う
も
の（（
一
）
に

該
当
す
る
も
の
を
除

く
。）

そ
の
年
度
に
お
い
て
核
燃
料
物
質

等
の
取
扱
い
を
開
始
し
な
い
も
の

五
千
六
百
円

そ
の
年
度
に
お
い
て
核
燃
料
物
質

等
の
取
扱
い
を
行
う
も
の
（
法
第

五
十
七
条
の
五
第
二
項
の
認
可
を

受
け
た
も
の
を
除
く
。）

二
十
七
万
三
千
九
百
円

法
第
五
十
七
条
の
五
第
二
項
の
認

可
を
受
け
た
も
の

八
万
五
千
四
百
円

（
三
）
防
護
対
象
特
定

核
燃
料
物
質
の
取
扱

い
を
行
う
も
の

（（
一
）
に
該
当
す

る
も
の
を
除
く
。）

そ
の
年
度
に
お
い
て
核
燃
料
物
質

等
の
取
扱
い
を
開
始
し
な
い
も
の

二
千
八
百
円
（
第
三
条
第
一
項

た
だ
し
書
に
規
定
す
る
検
査
を

受
け
よ
う
と
す
る
場
合
に
は
、

こ
れ
に
（
四
）
に
規
定
す
る
額

を
加
算
し
た
額
）

そ
の
年
度
に
お
い
て
核
燃
料
物
質

等
の
取
扱
い
を
行
う
も
の
（
法
第

五
十
七
条
の
五
第
二
項
の
認
可
を

受
け
た
も
の
を
除
く
。）

二
万
五
千
百
円
（
第
三
条
第
一

項
た
だ
し
書
に
規
定
す
る
検
査

を
受
け
よ
う
と
す
る
場
合
に

は
、
こ
れ
に
（
四
）
に
規
定
す

る
額
を
加
算
し
た
額
）

法
第
五
十
七
条
の
五
第
二
項
の
認

可
を
受
け
た
も
の

二
千
八
百
円
（
第
三
条
第
一
項

た
だ
し
書
に
規
定
す
る
検
査
を

受
け
よ
う
と
す
る
場
合
に
は
、

こ
れ
に
（
四
）
に
規
定
す
る
額

を
加
算
し
た
額
）

（
四
）（
一
）
か
ら
（
三
）
ま
で
に
該
当
し
な
い
も
の

八
千
四
百
円

十

核
原
料
物
質
の
使
用
に
係
る
施
設

八
千
四
百
円

別
記
様
式
第
１
（
第
６
条
関
係
）

備
考
こ
の
用
紙
の
大
き
さ
は
、
日
本
産
業
規
格
Ａ
６
と
す
る
。

（
表

面
）

第
号

核
原
料
物
質
、
核
燃
料
物
質
及
び
原
子
炉
の
規
制
に
関
す
る
法
律
第
61条
の
２
の
２
第
４
項
の
規
定
に
よ
る

身
分

証
明

書

職
名
及
び
氏
名

年
月

日
生

年
月

日
交
付

原
子
力
規
制
委
員
会

印

写真

押
出

ス
タ
ン
プ
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実施し、その実施に当たっては、保障措置検査の対象者に対し検査の１か月前までに通

知することとしています（第 64 回原子力規制委員会資料２参照）。 

 各者におかれましては、保障措置検査の円滑な実施のため、適切な記録の作成等を含

め関係法令及び計量管理規定に基づき実施すべき事項の履行状況を再確認いただくよ

うお願い致します。記録様式例を当委員会ホームページに掲載していますので、御活用

ください。 

（ https://www.nsr.go.jp/data/000302186.xls ） 

 また、ＬＯＦにおける単独保障措置検査に関し、本年４月に説明会の開催を予定して

います。開催案内については別途御連絡いたします。 

【担当者】 

 

 

 

 

  
 

原子力規制委員会原子力規制庁長官官房 

放射線防護企画課保障措置室 栗林、菅原 
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